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行
ミート労働問題は，労働研究のなかでは部分問題として軽視されてきた。パート労働研究で
“まとも"なものは，女性研究者によるものが多かった。つまり，性差別批判の視点をもち，
男女ワンセット(=家族単位〉の制度にパート問題の原因があることを明らかにするような研
究者は少なかった。だが，日本の雇用システムの研究をするならば，男性の労働のあり方(年
功システム，家族賃金，長時間労働i 会社人間〉を，家族単位批判や，フェミニズムの視点と
結び付ける必要があり，それはとりもなおさず女性労働，パートや派遣などの不安定雇用問題
を含めて総合的に分析する必要があるということを意味する。だがそれをしてこなかったため
に，今日の日本ではパート労働状況は非常に劣悪なものとなっている。この点に関しては，経
営側のみならず労働側にも責任があるといわざるをえない。労働組合運動のほとんどが大企業
.男性労働者の視点でしかなされてこなかったからである。
前稿(拙稿[96aJ) では， パート労働問題が家族単位システムの典型的問題であることを示
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し，パート問題の解決にむけてどのようなことが求められるかを明らかにした。本稿は，その
延長線上に，日本でのパート問題解決のための視点の各論を深めていきたい。
1 章パート労働分析の基本視点
まず簡単に前稿(拙稿 [96a]) で示したパート労働分析の基本視点をまとめておこう。
現在の日本の労働をめぐる状況を分析するときに必要な視点は，まず日本社会が家族単位社
会である，つまり社会の全領域(家庭，国家，企業〉で性役割を内包した家族を「単位」とし
ているということである。日本的経営(年功序列賃金・終身雇用制度〉と家族単位制とのつな
がりを簡単にまとめるならば，①日本型能力主義が査定を通じて総合的適応能力をもとめるが
ゆえに男性は長時間会社に尽くす「会社人間」となっている。そのためには男性を支える妻
(妻は企業戦士の銃後の妻)が必要であり，企業は家族ぐるみで雇用(家族賃金〉していた。
これが年功制度の正体であった。
②したがって妻を持てない女性労働者は，年功=中核男性ルートから排除され 2 流労働者扱
いされた。年功制(人員構成のピラミッド型〉維持のために女性には若年退職圧力がかけられ，
コース別一般職・女性職への囲い込み， 査定差別， 雇用形態差別にさらされ， r非世帯主の賃
金J = r家族賃金たる年功制ルート上の賃金から排除された低賃金」しか支払われなかった。
③パート労働問題は，こうした年功システムの必然、的結果であった。パート労働は，家族単
位発想の下で，女性の二重負担(家事役割と就労役割〉を実際的になしとげる表現形式であっ
た。年功制=家族賃金制度は，職務と賃金とを分離する生活給発想であったので，同一(価値〉
労働同一賃金原則と相いれないものであり，このことがパート労働者差別の温存(無視)を支
えた。 r社員とパートは別」との本工意識(正社員意識〉がし、まだに存続しているのは，ここ
に大きな原因がある。 r103 万円の壁」は， そうした風土のなかでのパート差別温存政策であ
った。結局，パート労働問題は，パートとし、う低い身分の問題であり，女性への間接差別問題
(家族単位システムの問題〉であった。
2 章 日本のパートの現況
2-1 労働省95年パート総合実態調査
95年10月に実施され96年10月に結果発表された，労働省による 5年ぶりの「パートタイム労
働者総合実態調査」から，日本の女性パートの注目すべき点を少し見ておこう。
なお名称であるが，労働省調査では r正社員以外の労働者で 1 週間の所定労働時間が正
社員より短い者」を「パート J C前回90年調査では rAパート J) としているが，ここでは端的
に「短時間パート」とよぶ。また r正社員以外の労働者で 1 週間の所定労働時聞が正社員
と同じか長い者」つまりいわゆる「擬似パート」を労働省調査では「その他J C前回90年調査
では rBパート J) としているが，ここでは「正社員並パート」としておく。 Cr長時間パート」
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あるいは「フルタイム・パート」と呼ぶ場合もある。〉
男性労働者のうち「短時間パート」は5.6%， r正社員並パート」は2.1%であったが，女性
ではそれぞれ29.8%， 4.2%であり，合計すると女性の 3 人に 1 人がパートであった。
ξ ートは決して一時的・腰掛け的でなく，かなり長期間かつ長時間働いている。パートとし
ての通算勤続年数は「女子短時間パート」で7.2年 r女子正社員並パート」で7.9年とかなり
長い。 1 週間の労働時間も「女子短時間パート」で26.9時間 r女子正社員並パート」で39.0
時間となっており，正社員とかなり近L 、。パートでも残業はかなり多く 1 カ月のあいだに残
業をしたパートは「短時間パート」で31. 9%， r正社員並パート」で51. 6%，残業時間はそれ
ぞれ月 7.6時間， 10.5時間であった。
だが，労働条件は，正社員と大きな格差がある。 r短時間パート」の採用時雇用条件提示で
は，いまだに口頭が59.6%もあった。雇用契約期間で，有期雇用であるものは r短時間パー
ト」で40.6%， r正社員並パート」で66.6%であり，それぞれ前回調査時の30.4%， 44.6% よ
り大きく増加していた (3"'5 割増〉。有期雇用の更新自体は約 8 割の者にあり，有期雇用の平
均更新回数は r女子短時間パート」で 10.4 回 r女子正社員並パート」で7.6回もあり，こ
れらのことからも「有期雇用」と L、う形態が単にパート労働者の権利を不安定にするためのも
のでしかないことが分かる。一方，当然の権利である年次有給休暇を与えられていない者が
「短時間パート」で43.8%， r正社員並パート」で22.5%もあった。
賃金は非常に低く，時給が「女子短時間パート」で809円 r女子正社員並パート」で824円，
夏季ボーナスはそれぞれ 6.3万円， 14.4万円，ボーナスがないパートがそれぞれ 39.2%， 25.1 
%，年収がそれぞれ105.8万円， 168.7万円であった。女性パートが低賃金である理由の大きな
原因のひとつが，いわゆる r103 万円の壁」制度の存在であり， そのために就労調整をしてい
る者が「女子短時間パート」で37.6%， r女子正社員並パート」で10.9%もあり，関係なく働
く者はそれぞれ25.6%， 55.6%にすぎなかった。正社員の 4 分の 3 以上と長時間働いているパ
ートが多いにもかかわらず，健康保険・厚生年金に加入していない者が「女子短時間パート」
で64.4%， r女子正社員並パート」で21. 9%，雇用保険に加入していない者が「女子短時間パ
ート」で61. 6%， r女子正社員並パート」で24.8%もいた。労働組合に加入している者は，男
女とも 5%未満でしかなかった。
パート労働者自身の意識を示すと思われる興味深い数字もある。女性が短時間パートを選ん
だ理由(複数回答〉としては r自分の都合のよい時間に働きたいからJ (55.8%) , r勤務時
間・日数を短くしたいからJ (27.9%) , r家事育児の事情で正社員として働けないからJ 09.8 
%)が上位 3 つであった。平均通勤時間は「女子短時間パート」で20.0分 r女子正社員並パ
ート」で24.2分と非常に短く，やはり多くの女性短時間パートが妻役割との両立ゆえにパート
を選んでいることを伺わせた。今後の就業希望でも，パートを続けたい者が「女子短時間パー
ト」で72.6%， r女子正社員並パート」で47.2%もあり，正社員になりたいの12.4%， 32.3% 
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を上回っていた。
だが，パート労働者は雇用契約期間終了後も多くは働き続けたいと考えている。仕事をやめ
たし、女性はわずか 1""'2%でしかなく r女子短時間パート」で83.3%， r女子正社員並パー
ト」で77.9%が契約更新を望んでおり，腰掛けや趣味気分で働いているのではないのである。
女性がパートを選んだ理由も「正社員として働ける会社がないから」が「短時間ノミート」で
14.3%, r女子正社員並パート」で 33.0%あったことも見逃せない cr正社員並パート」では
これが理由の第 1 位)。
全体として，職場と家庭と国家政策でのパートをめぐる厳しい状況(家族単位発想の蔓延〉
から，多くの女性はパートという劣悪な雇用をやむなく選択しているといえよう。
2-2 規制緩和の大合唱の歴史的位置
前稿 [96aJ で「日経連による新日本的経営の提唱」の内容と意味を概説したが，その動き
は一層加速している。 r大競争時代の生き残りのためには，犠牲者覚悟の上で，つまり労働者
の権利を切り下げてでも，改革をしていく」という思想が「規制緩和」の名のもとで、広がって
いる。労働省の規制緩和政策案は，日経連など経営側が求めてきたものの追認にすぎない。
これは歴史段階的には，生産と再生産の調整，男女性分業の利用の仕方が，バブル崩壊以後，
新しい段階に入ったことの現れである。換言すれば，家族単位システムの新しい段階の一部な
のである。本稿では図表だけを掲げておく(図表-1)。
図表-1 家族単位システムの変化
時期区分 生産システム 労組・賃金
高度成長期 単品種大量生産 成果分配一高賃金
0958-74) (貿易黒字) (結婚・出産退職)
長時間労働
労働運動活発
低成長期 多品種少量生産 賃金伸び悩み
(好況) (貿易黒字) 超過密労働
0975-91年) サービス経済化 過労死
労働運動低調
ポスト・バブル期 模索期 リストラ
(l 992~? ) 円高・空洞化 就職難
超低成長 規制緩和
新日本的経営 失業増大
労組無力
2-3 新聞論調にあらわれた E本の状況
b 企業が女性に求めるもの
家族単位の型
専業主婦型家族単位制
女子の若年期の利用
農業→主婦
ノfート妻型家族単位制
愛情水準の上昇
主婦のパート化
消費の時代(商品化)
両性擬似パート型家族単位制
総パート化
階層間家族間格差拡大
この新しい家族単位システム(性別分業の利用の仕方)の段階の影響は，新聞などの論調に
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も表れている。女性労働に対する最近の論調として特徴的なことは rもう女性に甘えさせな
い」というものである。その典型が rOLが消える! ? J という『日経新聞J 96年 5 月末のシ
リーズ記事であった。そこでの基本認識は次のようなものである。企業側としては，厳しい経
済環境のもと，正社員女性には総合職レベルを求めてきている。右肩上がりの経済と企業状況
では，企業が求める人材は「企業に従順な真面白人間」でよかったので・あるが，これからは，
創造力，少数精鋭，即戦力の労働力を女性にも求める。一般職女性にも総合職的な動きを求め
るのである。そして従来の補助業務・事務にたいしては r雇用の多様化」という名の下で，
派遣やパートなどの非正規化で代替してL 、く。つまり，もはや rOLは賛沢品」であり，これ
からは，総合職のように戦力化する部分と単純労働を担う派遣やパートの非正社員の部分の 2
極分化体制でいくと L 、うわけである。その意味で従来の補助職的なOLは消えてL 、く運命だと
L 、う。
1> OLは賢沢か，女性は甘えているか
事実として， OL と呼ばれる女性労働者の一部には，労働者として「腰掛け的」な諸現象が
あることは否定できないだろう。それは企業の論理からみるならば r女性の甘え」といえる。
つまり，性分業にのっとっていたために，男並に働かないこと，結婚や出産などで男性より相
対的に早期退職すること，単純補助労働を好むこと，責任を避けること，自信がないこと，チ
ャレンジ精神が少ないこと，転勤を受け入れないこと等もある一面では(傾向的あるいは部分
的には〉事実だったと言えよう。
しかし，そうした一面の現象を口実に，企業が女性をそのような状況に追いやり，しばしば
女性を不当に差別していることも事実なのである。バランスある記述をするには，少なくとも
この側面も言うべきである。
まず「腰掛けOLJ 自身にもその仕事への責任感の低さから低い評価を受けてしまう責任は
ある。しかし，真面目に働いている，あるいは働こうとしている OL (一般職，派遣，パー
ト〉が多いのも事実である。 r腰掛けOLJ 対「真面白 OLJ の比率はもちろん正確にはわか
らないが，半数以上の女性労働者は真面目派といえよう。また， OL全体に低賃金待遇がある
ことも事実である。さらに，一般職扱いで、ありながら総合職のように「戦力化」されている
「総合職並OLJ も増えてし、る。
1> rOL賓沢論」批判
すると，まず①多くの場合残業もし，責任をもって働いている OL全体の多数派である「真
面目 OLJ の処遇が低いことはおかしいといえる。
②労働実態として一般職と総合職の明確な区分がなく，一般職女性に男なみ(総合職女性並
み〉の仕事をさせており，コース制はただの身分差別ということがしばしばあった。したがっ
て「総合職的に戦力化されている OLJ の処遇が，総合職並でないことはとくにおかしいとい
える。
? ?? ?
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③ rOLは，賓沢品だから，これからは，総合職のように戦力化する部分と単純労働を担う
派遣やパートや非正社員の部分に替えていく」との見解の前提であるところの，パートや派遣
の低賃金待遇は， r単純労働だから安くて当然、」というほど合理的なものではない。責任や熟
練度や労働時間を勘案しでも，現在の待遇は異常なほど差別的である。つまり「補助業務はパ
ートで」とし、う論調が，派遣やパートは安いということを前提にしていること自体がおかしし、。
パート・派遣といった非正社員の待遇差別の本質は，家族単位にもとづく性差別である。
④そのパートや派遣も低賃金不安定雇用のまま，責任を与えられたり労働強化され，どんど
ん戦力化されている。
⑤それなのに，むしろ正社員(男女)は，非正社員への差別待遇があることを忘れて，非正
社員の責任感のなさ(無理がきかない，責任を与えられない，残業させにくし、)を嘆いている。
⑥OLが「職場のオアシス，補助業務，雑務，気配り役，潤滑油」の面をもっていたとして
も，それ自体が企業の生産性向上に役立つていたわけであり，有効利用していたことは事実と
いえる。遊んでいたわけではない。誰かがファイリングやコピーとりやワープロや会議の準備
や書類運びやお茶汲み，掃除などはしなくてはならなL 、。また，それも含めた女性が担わされ
てきた忍耐強い様々な仕事を「補助的」と称して熟練度において低く評価していたので、はない
かとし、う指摘がフェミニスト研究者から提起されている。しかも OL全体の賃金が低いのであ
るから，一般職的OL全体への低い評価がおかしいといえる。
⑦さらに「仕事が人を育てる」ということは，研究でも実証されている。「結婚退職しよう」
という軽い意識でOL として入社した女性たちも，仕事と責任，教育訓練が保障されれば意識
はプロ意識にかわり，働きつづける。そうした一人前のプロに育てるのが会社の責任なのでは
ないか。それをぜずに，逆に低賃金の補助業務しか与えずに， OLの低い意識のせいにして上
記の①②⑥のように取り扱ってきたということを強調しないのは，不当であろう。
そもそも，女性が早期退職するのも，男並に残業や夜の付き合いができないのも，転勤を受
け入れる総合職にならないのも，男性には家事育児をいっさいやってくれる妻，転勤について
きてくれる妻がし、る一方，女性には「妻j がおらず，逆にいくら働いていても家庭で家事役割
が課されているという「カップ。ル単位」とし、ぅ事情があるためで、ある。
⑧今の男性会社員が，創造力ある労働者だろうか。自分で考え行動できる人なのだろうか。
ただ長く働いてきただけの，少し経験があるだけの男性も多L 、。えらそうに女性労働者や就職
活動している学生に対して創造力や独創性，即戦力云々など言うなというべきであろう。
1>まとめ
したがって，結論として， rOLが賓沢品」というような見方には，
(a) 残業や転勤を無抵抗に受け入れる男の働き方自体をみなおしていない，妻がし、るような男
性並みと L、う世帯主主義を聞いなおしていない，
(b) これまでも OLがこき使われながら低い扱いしかうけてこなかった，その意味で搾取され
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ていたとし、う面を見落としている，
(c) より一層搾取が強化される非正社員を基準にしている。パート・派遣は安くて当然、と思っ
ている，
(d) 女性差別批判の視点がない，
というような何重もの意味で問題がある。金品を恐喝で奪われた人 (OL) に r殺されなか
ったから賛沢だj (=パートよりも費沢だった〉と言い，恐喝した方(=男性の状況やパート
の劣悪状況〉を問題にしないようなものである。
問題は，①~⑦すべてにわたる女性差別なのであるが，最近の論調ではその視点があまりに
も弱い。だから非正社員差別の視点が， OL，女性労働，就職難を論じるときにこれらの問題
から切断されてしまっている。パート・派遣問題と rOLが消える」問題，就職難問題は，裏
表の関係であり，この連関を深く分析することで，性差別を浮かび上がらせることこそが，メ
ディアに求められている社会的責任といえよう。しかしこの点では，私は現在のメディアにお
おいに不満を持っている。パート・スチュワーデス報道がその典型であった。日経連を先頭に
して押し進められている「雇用の多様化j r規制緩和」という名の動きの本質はほとんど報道
されていなし、。その逆に， リストラということで，パート化，派遣労働者化して人件費コスト
を下げるのは当然、かのような報道だらけである。そして一部の OLの無責任性を論拠に，多数
の真面白な女性労働者が搾取されている事態を隠蔽していることが多いのが，日本の状況とい
えよう。
1> 新聞社の性差別への感覚
新聞社はもちろん男女平等を主張してはし、る。だが，女性記者が少ないことなど，本質は古
い体質のままといわれる。例えば96年12月 29 日の『毎日新聞』には，毎日新聞社の『英文毎
日』大阪本社の女性編集者募集が掲載された。業務内容は日々のニュースの翻訳(英訳〉とイ
ンタピュー取材であるが，雇用形態は「アルバイト j，応募資格は「大学既卒の35歳までの独
身女性，京阪神近郊の在住者j，勤務時間は「午前11時~午後 6 時j，時間給で週休 2 日，など
となっている。
ここには，差別問題への感覚がし、かに新聞社に欠落しているかが如実に表れている。仕事内
容はかなり専門的であり，労働時間もフルタイム並に長い(週35時間程度)にもかかわらず，
なぜ時間給でアルバイト待遇なのか。しかも，なぜ35歳未満なのか。なぜ女性なのか。なぜ独
身なのか。なぜ京阪神近郊在住なのか。専門的住事なら大卒とし、う資格は必要かもしれないが，
それなら時間給のアルパイトであるのがおかしいし，補助業務というなら学歴は不要だろう。
つまりこれは，大卒女性で未婚で近郊在住なら，かなり高度な仕事を超低賃金でやらせるこ
とができ，解雇も簡単にでき，子育てを理由とした休みもないだろうということであろう。女
性差別，雇用形態差別，年齢差別，既婚者差別，学歴差別などの複合的差別の典型といえよう。
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3章 アンベイド・ワークの観点
3-1 アンペイド・ワーク概念
t> アンペイド・ワーク概念について
ξ ート労働の搾取性を議論する上で rアンベイド・ワーク」概念を用いることが有効と思
われるので，ここではこれについて少しふれたい。まずアンベイド・ワーク概念の説明からは
じめる。
近年，とくに第 4 回国連世界女性会議以降，日本でもかなりアンベイド・ワーク(無償・無
給労働)の測定についての議論が活発化している。アンベイド・ワークが測定されてこず，国
民経済計算でも評価されてこなかったことは，もちろん女性などの活動が無視されたり低く評
価されることや法的保護外に放置されることとつながっていた。市場を前提とした「本来，有
償であるにもかかわらず無償となっている労働J だけを扱うのでなく，狭い「経済」概念を乗
り越える積極的意図をもったものがアンベイド・ワーク概念なのである。その意味で，アンベ
イド・ワークの種類や範囲や量などを明らかにすることには，隠れていた労働を目にみえるも
のにし，女性の地位を上げることにある程度貢献する，社会改善の前提として必要な作業のひ
とつであることはまちがし、ないであろう。
また，私が扱った「家事労働」だけでなく，自営業世帯の家族従業員労働や，自営農世帯内
労働，インフォーマル・セクターの労働(小規模自営業，単純技術，法的保護外)，家内労働
などを含むことが出来るとし、う点もメリットある概念である。
b アンペイド・ワーク概念の問題性
だが，すでに指摘されているように，測定の仕方自体が多様であり，熟練概念なども含める
と測定自体にジェンダー・バイアスがかかるという問題があると同時に，貨幣換算価値が明ら
かになったとして，その先どうしていくのかが不明であるという本質的問題がある。安易に
「その払われていなかった分が払われるべき」といっても現実性がないことは明らかである。
例えば， ドイツでの 1992年のアンベイド・ワークの貨幣換算価値は，測定方法によって大き
く異なるものの，総賃金の72%'"'-'154%にものぼる巨額に達する(本多 [96])。さて， こうし
た「拡大された国民総生産」をどうするのか。
古田氏はL、ぅ。アンベイド・ワークの価値が換算できても，それだけでは，それが誰によっ
て取られ，どこに蓄積されているのか，つまりアンベイド・ワークの資本主義との関係，資本
主義システム内部の位置づけが不明であると。また，仕事への強制性や熟練概念自体の検討を
せずに，アンベイド・ワークをそれと類似した単純職務とみなすことは，女性労働の低い評価
につながるので，ジェンダ一分業，男女の力関係，熟練のイデオロギー性などをあっかわない
アンベイド・ワーク概念(と測定)は限界があるとも指摘している。さらに，出産や生殖まで
も労働なのかといった労働概念の検討，および労働内容でなく生産関係，労働過程の分析が必
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要であるが，アンベイド・ワーク概念はそこには及ばないという限界もある(古田[96]) 。
アンベイド・ワーク概念は r払われるべき分が払われていなかったので払うべき」という
ような概念ではなし、。そのような単純な生産関係抜きの論理は反動にもなりうる。例えば，日
本では，公的介護保険制度の導入に際して，老親介護する家族への現金給付が議論になってい
るが，アンベイド・ワークの数字がこれに安易に使われると，性差別の再生産に利用される結
果にもなりかねない。
以上より，アンベイド・ワークの数値化の議論には，一定の有効性はあるものの，そこには
混乱と問題と誤った利用などがみられる。低い評価や性差別の解決のためには，アンベイド・
ワークの中の差異にも注目して，それぞれ「無償性」を生産関係・権力関係の観点から厳密に
分析することが必要である。私が拙著 [95aJ や拙稿 [95bJ などで家事労働を扱ったのは，ま
さに家事労働をめぐる生産関係の分析のためであった。アンベイド・ワークの中での家事労働
とそれ以外の区分は必要である。生産関係分析はジェンダ一関係も含めて，結局は「なぜ無償
となっているのか」と「それを社会的に評価するための社会化」の議論になる。
3-2 世界システム論アプローチによるアンペイド・ワーク
b ミース等のアンベイド・ワークの観点
アンベイド・ワーク概念には以上のような問題性があるものの，上記した日本のなかでの規
制緩和の動きを鑑みるならば，パート労働を資本制システム全体の動きのなかで捉えるために
は有効な概念と思われる。そこで，次に， マリア・ミース氏， ヴェールホフ氏等(以下敬称
略)の理論をベースにして，パート労働とアンベイド・ワークの観点の結合を簡単にではある
が示しておこう。
ミース等は，従来「資本主義的」とみられていた資本一賃労働部分(=氷山の海面上部分)
以外の生産関係(=海面下)に注目し，第 3 世界(植民地〉と女性と自然、などが，単なる「非
ないし前資本主義」的領域ではなく，まさにそれこそが全体としての世界的規模の資本主義的
生産関係の一部であると捉える。資本家による剰余価値の搾取は，合法的で目に見える領域で
ある資本一賃労働部分だけでなく，むしろいままで自に見えない領域で前資本主義的といわれ
てきたところからの，暴力による搾取(これを継続的本源的蓄積と呼ぶ〉からもなりたってい
るとみる。この水面下の搾取は， r一応法律や協約，労働組合などによって保護されている狭
義の資本主義的関係(水面上部分)J ではなく，無権利で悪条件で低賃金あるいは無償の労働
者として扱われる関係の領域(アンベイド・ワークの領域)である。
しかも，歴史的変化の方向は，典型的な資本一賃労働関係の拡大 (r 自由な賃労働者J の拡
大)ではなく，非資本主義的と見られる暴力的搾取(アンベイド・ワーク)の拡大(これを
「主婦化」と呼ぶ)だとみるのである。このように，彼女たちは従来の資本主義観を変化させ
ている。さらにミース等は，人間による自然、の搾取も批判し，結局，フェミニズムと世界シス
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テム論とエコロジーを統合して，その搾取のない社会を「サプシステンス〈生存のための)生
産を基礎とした社会」として構想する。つまり，反資本主義的な小さなコミュニティに具体的
展望を求めているいース他[95J，古田 [95J) 。
[> 世界資本主義システムの中でのパート労働の位置
私は， ミース等の見方は，大きな資本主義全体の搾取構造の見取り図としては大方妥当だと
考えている。従来の理論や政治や法律が，近代主義の上に男性・生産・合法の領域だけを扱い，
無意識のうちに女性(女性労働，家事労働，再生産〉や非資本主義的形態や第 3世界や自然を
搾取していたことに照明をあてることは，必要だからである。これは，男/女(家族単位)，
あるいは文化/自然，先進国/後進国，生産/消費，生産/再生産といった近代二分法自体の
自明性を問いなおす試みである(図表ー 2 はミース等の視点をもとに伊田が作成したもの〉。
図表ー2
囚|資本捕の搾取齢|【マーース脚質桔耕一と
@ 
101 く明るい展望〉②佳代をのりこえる第 2段階〉
ーーー 男女2分肱文化/自健司2分法豊田りこえる方向
シングル単位・人間申峠桧
生活申.(..{I:
Cコ
回〈暗い展望〉
囚〈明るい展望><D崎明1蜘
近代化申徹底による
法的・公正・平等駅周係。鉱大
• 
アンベイド由ミニマム化
{時勢・同一賃金}
家事労働の公的社会ft
個人単位化
そしてパート労働も，実は狭義の資本一賃労働関係，労使関係把握だけでは捉えられないよ
うな性質をもっていること，そこには男女二分法(家族単位〉や暴力的搾取が絡んでいること
を教えてくれる。さらにそのパート労働が，インフォーマル労働や売春労働や外国人労働の搾
取と共通性を持っていること，およびそうした労働が世界的には拡大傾向にあることを示して
くれる。上記したような「規制緩和の名の下の雇用の多様化J=f総パート化」という日本の現
状は，それをなぞっているとみることができる。
この認識からは，展望もこの構造に根本的にメスを入れるものでなくてはならないことが導
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かれる。当面は近代化の徹底による法的・公的・平等的関係の拡大，同一〈価値〉労働同一賃
金原則などの適用範囲を広げ，アンベイド・ワークを縮小化すること，家事労働の社会化，個
人単位化などによる，氷山の海面上部分の拡大である(図表の C)。だが， 将来的にはその戦
略には限界があり，根本的に近代を乗り越える方途を目指すしかなし、。それは，近代二分法の
価値体系を乗り越え，シングルたる人聞が，自然や非貨幣的活動，創造的精神的充足活動も重
視するスタイルとなろう。その時には当然，それを支えるような生産関係，制度が整う必要が
ある(図表のD)。
ただし，こうした大雑把な認識は，あまりにも多様な関係を簡単に説明しすぎているという
限界があり，具体的政策，具体的制度改革においては，もっと個々の状況に応じた分析が必要
であろう。売春労働を搾取する内的論理と家事労働の無償性の論理は異なる。閉じように，自
営業内の家族従業者の労働条件の悪さも別の論理である。自然、の搾取，第 3世界の搾取もそれ
ぞれ異なる。結局，アンベイド・ワーク概念の項でも述べたように，ヨリ突っ込んで権力関係，
領有関係を内的論理において分析しなければならなL 、。私はそのひとつが家族単位視点による
分析であると考えている。
4 章 労働におけるシングル単位化一一カップル単位からシングル単位社会へ一一
4-1 労働におけるシングル単位化
1> r年功制システム」の廃止
私はこれまでカップル単位社会からシングル単位社会への転換が必要だと主張してきたが，
ここではとくにパート問題を念頭に，パート問題の解決に必要な労働領域でのシングル単位化
について少し具体的に述べておきたい。
労働領域でのシングル単位化の発想、の中心は，日本的経営の神随たる「年功制システム」の
廃止を目指すことである。具体的には r家族賃金思想」を否定し r個人賃金」システムを
打ち立てることである。それは仕事と賃金を切り離してきた「生活給」発想を捨てて，性別や
雇用形態に関係なく r同一(価値〉労働同一賃金原則」で考えることである。労働組合は，
職務分析をし，職種間(男性職と女性職，フルタイム職とパート職，総合職と一般職)の不当
な格差を是正し，昇進・配置・労働内容と量の規制に臨んでいく必要がある。それらを通じて，
年功制度の内外の格差を徐々にでも縮小することが重要である。
1> 働きながら育児をできる保障とパート問題
シングル単位の発想は，労働組合にも方向の転換を求める。従来は，性分業・家族単位発想
の男性による，年功制前提の組合運動であった。だが，シングル単位では，各人が生活と労働
のバランスを重視するような組合となる。基本発想として個人(自分)だけで考えるので，男
性も，妻に家事育児を任せるのでなく，自分で家事や育児をする。これは， IL0156 号家族的
責任条約の発想である。同じく 175 号パート労働条約も，そうした発想の上で，パートとブル
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タイムの聞の均等待遇と自由な相互転換をうたっている。 IL0156 号については，女性にパー
トと家事の両立を保障するものといった理解があるが，誤りである。むしろ，女性に家事役割
を押しつけることでパートしかできなくなっているというような状況を批判している。言い換
えれば同条約は，再生産労働の社会的評価がその中核的精神なのであり，妻に家事を任せると
L 、う家族単位発想を否定して個人単位で考えることを主張している。
したがって，シングル単位で考えるとは，女性が子どもを産んでもフルタイム正規労働者で
働き続けられる政策をとること，そして男性が家事育児・地域活動・余暇に参加できる政策を
とることを意味する。パートは，言葉どおりの短時間労働として，人生のなかの一部のときに
(例えば子育てや勉強の時に〉選ぶだけのものとし，なんらフルタイムに比べて不利のない労
働形態とすることである(パートとフルタイムの相互転換の保障〉。現在の日本では，育児休
業制度など制度の最低の外枠だけはある程度整っていても，内実として重要な賃金保障の面で
は25% しか所得保障がなく，実際男性はほとんどとらないので，女性もとりにくくなっている。
女性差別をなくすには，むしろ男性が育児で休んだり時短をとるような風土を作ることが大切
なのである。パート問題にとっても，この男性の育休取得が性役割分業をなくすというルート
を通って大きく解決に向かうので，この点は非常に重要である。
b 男性が育休・育児時短をとることが必要
しばしば「男性は長時間労働なので家事ができなL、」というが，①労働時間の短い男性も家
事をしない場合が多く，少々早く帰っても家事をしない男性が実際は多L、，②女性も働いてい
る場合，疲れているのは同じなのだから男性がもっと家事を行っても L 、 L 、はずなのにしない者
が多い，③構造的には確かに男性の長時間労働と女性の家事役割は裏表の関係にあるが，この
構造を打ち崩していくのは，現実には男性の働き方を変えるような男性自身の行動であって，
それ抜きに「時短が進むのを待っている」とすれば r長時間労働云々を理由とすること J は
家事をしない言い逃れの口実にすぎなくなる，というような意味で誤りである。
[> 男女共通の人間らしい労働基準とは
とするなら，均等法見直しの論議の過程で r女子保護の撤廃=深夜業の女性への解禁」と
ともに「男女共通の人間らしい労働基準=男女共通の時短」と L、うそれ自体は一般的には正し
い命題が唱えられたが，これも建前の議論，女子保護撤廃という実益をとるための口実，飾り
物にすぎない，と言えよう。なぜなら時短一般をいくら叫んでも経営側は痛くもかゆくもなく
何にも困らないのが日本の実情だからである。現在の日本で，本気で「男女共通の人間らしい
労働基準」というなら具体的に最も重要な点でそれを主張し獲得しなければならなL 、。それは
現実的に重要な影響を及ぼすからこそ，経営側にとって最も嫌な要求となるようなものでなく
てはならない。
それは何か。 rシングル単位」観点で男性の年功・終身雇用型の働きを変えること，すなわ
ち，全面的に会社に身を捧げるような能力主義的競争状況をかえるようなこと，すなわち残業
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を言われても断ったり，転勤を言われでも断るようなことが可能となる職場作りであり，有給
休暇を完全消化できるような職場，皆で休みの時期を調整して連続休暇をとることを保障し合
う職場，仲間がお互い冗談を言い合えるような職場，仕事への配置や仕事(作業)のベースや
量をある程度リーズナブルなものとし，がむしゃらに働きすぎる者を少しベースダウンさせる
ようなゆとりのある職場，昇進や昇格も情意考課の面をなくし上司のさじ加減で決まるような
暖昧なものでなく実際の住事の業績や職場の人間関係を踏まえた民主的明示的平等的なもので
あること，そうしたことの裏返しとして，パートや派遣や女子社員や一般職といった「別の身
分」の労働者を差別することを，同一(価値)労働同一賃金原則の観点から問題とすること，
それの具体化として組合が職務分析をした上で、賃金交渉をすることなどなどである。
[> 1家族的責任権を主張する勇気ある個人」がカナメ
そうはいっても，日本の職場の雰囲気や労働運動の伝統からして，そうしたことをただちに
実践するのは困難を極めるであろう。しかし，それを言ってるだけではいつまでも変わらない。
突破口はどこか。私は，さらに実際的に言うならば，一人でも勇気を持って職場の雰囲気を変
えていく人聞がでること，それを組合なり友人が支えることだと思っている。そしてその「勇
気あるひとり」がどうし、う発想で何を言っていくかというと，それが個人単位の発想で「残業
や長時間労働や重すぎるノルマ，多すぎる仕事」を拒否することであり，パートや女性労働者
がその差別待遇に抗議することであると考えている。
とくに社会的風潮を踏まえて言うなら，鍵は実際的には「家族的責任を理由に短時間労働や
休暇取得を要求すること，残業を拒否すること，転勤を拒否することj， 1家族的責任を理由と
した差別待遇は許されないという立場でパート差別を批判すること」にあると考えている。私
はこうした「育児時短要求権j， 1有給での育児休業要求権j， 1残業拒否権j， 1転勤拒否権」等
を「家族的責任権」と呼んで，これからの職場の風土変革の要(かなめ〉としたいと考えてい
る。
b 時短をいうなら具体的に
時短をいうとしても，一般的な規制(年間の総枠規制)は， (もちろん必要ではあるが)そ
れだけでは期間が長すぎてインパクトに欠け，緩い基準だと意味はないし，厳しい基準だと現
実的には守られにくい。むしろドイツのように，家事育児は毎日あるのだから，分かりやすく
11 日最高10時間」を制限とする法を作ることこそが，本気で「男女共通の人間らしい労働基
準」をいうことになろう。この 1 日あたりの時短は家事時間の保障という観点から「家族的責
任権」の典型と位置づけられる。同じ意味で，本気で「男女共通の人間らしい労働基準」をい
うなら世界各国の常識レベルで、しかない「時間外労働の賃金割増率 50 %j, 1休日労働割増率
100%j をいますぐ要求すべきだゐう。
[> 1現実的J の意味
そうした「家族的責任権」としてまとめられる諸要求を，もしあなたが「非現実的J という
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なら，そのような「日本的現実」の中で「男女共通の人間らしい労働基準」ということこそが
欺臓であり，そのときの「女子保護撤廃」は労働基準改悪，女性差別強化でしかないと告白す
べきであろう。 r現実的」とか「時期尚早」という言い方は，その認識の前提自体を聞いなお
さないときには何も言わずに現状に追随しているだけの表現でしかない。 rなぜそれが非現実
的なのかJ， r何がその障害となっているのかJ， r誰にとって非現実的なのか」を問うとき，
「現実的でない」と一蹴すること自体の政治性が浮かび上がる。
ILO 156号(家族的責任〉条約が批准された現在の日本にあって，いったL 、，どういう理由
で，ある個人が「育児がありますのでこれから 3年間は残業は出来ません」ということを「非
現実的」ということができるだろうか。 r問題」があるとするなら，それは，その人がそれを
要求し行動することではなしその人を昇進や配置や賃金や仲間関係において差別することで
ある。とするなら，求められるべきは「育児時短を要求するのをやめること」ではなく r労
働組合や職場の同僚が，その勇気ある人を支えること」である。それをしない組合や同僚は，
イジメているのであり，足を引っばっているのであり，自分たちで労働条件を引き下げている
のである。それが「現実」ならそんな現実を作りだしている人たちがし、くら集まって話し合お
うとも，労働条件がよくなるはずがない。そんな勇気さえもてない人達の組合なんてなくなっ
た方がマシだし，勇気あるひとりを見殺しにしたりイジメたりするような人々が過労死しよう
とそれは自業自得であるとしかし、えないではないか。
つまり私が「シングル単位論」として論じようとしている議論の水準での<現実>というの
は r平均的な状況」ではなく， r会社に従属しないような強烈な自己の価値観をもった自立
した個人〈シングル〉にとっての，変えていくべき対象としての現実」なのである。 r困難な
状況」があるとして，それにどのように関わるかが問われているとき，勇気をもって育児休業
を取得するのか，しないのか，育休を要求したある一人の労働者を支援するのか，足を引っ張
るのかが<問題>なのであり r現実的」とはそのときにどの立場から言っているのかによっ
て意味が逆転するところのものなのである。
b シングル単位的な労働組合の原理
以上の観点でこれから私が求めるシングル単位的な労働組合の運動原理を考えるなら，①シ
ングル単位の男女の組合，②短時間労働者としてのかかわりも認める組合となる。
まず前者の「①シングル単位の男女の組合」とは，それまでの「年功システムの上での男性
世帯主の組合ではなくして，自分で家事育児をする労働者のための組合」とするというように，
組合が想定する労働者像を変更するのである。総合職や一般職として佐事に責任をもっ労働者
であるものの r生活と仕事の両方を重視」するような男女労働者が対象である。家事をやっ
てくれる「妻」を自分の一部としてもたない「シングル単位人間」には r自分個人の家族的
責任権」が保障されるようなゆとりのある職場が必要であり，それを求めることが組合の重要
な目標となる。換言すれば，職場でも家庭でも性分業は廃止され，女性といえども職場で一人
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前に責任をもって働くことを前提とする。その条件保障として組合が労働条件を規制する職場
があるのである。組合の論理は，家族的責任を担えるような生活と労働のパランスを求めると
いうことになる。
後者の「②短時間労働者としてのかかわりも認める組合」とは，個々人の状況や価値観が多
様であることや，個人にとってもライフサイクル上では変化があることを踏まえて，一時期，
積極的に労働時聞が短い労働生活が選べることを，労働組合が保障しようというものである。
経済のサーピス化の中で r短時間労働」や「非正規労働」が増えるのは避けられない状況な
ので，補助職的一般職をも含めて，そうした非正規労働者の待遇改善，同一価値労働同一賃金
の原則の適用を求めることが労組としては重要となる。これは「仕事より生活重視」型の労働
者も組織するということである。
具体的には，パートなど現在「非正社員」とみなされている労働者を「フルタイムと同じ権
利のある単なる労働時聞が短いだけの“正規"労働者」とみること cr短時間正社員制度J)，し
たがって今のパートや派遣などを組合に組織化し，有期雇用を原則禁止とし，フルタイムとパ
ートの自由な移動を保障し，その雇用を安定化することが，労働組合の大きな運動原理となる。
①と②の全体を通じて言えることは r転勤あり，残業あり，競争主義の労働者，過労死を
も厭わないような“会社人間"J は，超エリート，利己的能力主義者であり，妻を前提とする
性差別の上にのった労働者なので，理念的には労働組合の組織対象からはずすこと，そのうえ
でシングル単位的労働組合が起こす運動とは，現在の日本的経営=年功システムがもたらす低
労働条件や差別と根本的に闘う運動だということである。
b コミュニティ・ユエオンの意義
とするなら，①と②の両方に関わっている「パート労働問題」は，日本の雇用システムの根
本的変革を求める問題だということができる。
ところで、以上に述べたような「シングル単位的発想での組合運動」は，現実的には既成の企
業別組合にはすくなL 、。むしろ多数者の既得権の擁護と L 、う発想で，男性正社員の権利を優先
して，女性やパート等の権利は後回しにするものがほとんどであった。
では実際の「シングル単位的発想で、の組合運動」とはどんなものかというと，現実に解雇
(退職圧力)やイジメや労働条件の切下げ，契約更新時の一方的な不利益更新，過重なノルマ
や無茶な配置く転勤)，セクシャル・ハラスメントなどが起こったときに，それに泣き寝入り
しないでおこうと勇気を持って文句を言う労働者がし、て，それを支える活動を組合が行うとい
うようなものである。そして，既成の組合の組織率が25%を切っており，既成の多くの組合が
頼りにならないなかで，日本において上記のような「実際的に個人の不利益と闘う，シングル
単位的な労組」といえば，地域のなかで誰でもが個人として加入できる地域組合「コミュニテ
ィ・ユニオン」が典型例となろう。言い換えれば，コミュニティ・ユニオン型の組合こそを，
シンクール単位観点の運動としては求めているのである。 r会社に従属しないような強烈な自己
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の価値観をもった自立した個人(シングル)J が必要と考える組合の基本像はコミュニティ・
ユニオンのようなものであるといえる。(なお，自治労など一部の組合も最近，非常勤問題に
熱心にとりくみはじめている。〉
一般的にはいまでも「団結して，要求していくこと」や「必要ならば法政正，制度改正をす
ること」ももちろん必要である。だが日本の現実では，そういって組合活動を行ってきた結果
が現在のような労働の状況なのである。そんなものではとうてい「シングル」は満足で、きない。
法改正，制度待ちといった受け身的発想ではだめなのである。
日本の風土と現在の文脈で有効なことをいうとすれば，それは「一人一人が我慢しない，文
句を言う」ということであり 1平均的発想で多数派の利益を擁護するのでなく，自分への不
利益や今の秩序に文句を言う勇気あるひとりを支えるJ こと，また「職場で仲間を見捨てない。
いじめない。競争しない。雇用形態で差別しない。皆が自分の仕事範囲を明確にして責任を持
つ」ことが重要だということである。とすれば，パート問題に対しでも 1パートの労働条件
も正社員と並行して徐々にひき上げていく j というようなものでなく 1パートなどを犠牲と
して今まで男性正社員が相対的に利益を得てきたことを反省して，優先的に正社員とパートと
の格差の縮小問題に関わる」ということが必要なのである。パート労働者自身も性役割意識を
もったまま「奥様パート」を選んでいてはダメであって， 1103万円の壁」を乗り越えて，責任
をもって働き税金も社会保険料もちゃんと払う代わりに正当な報酬を要求するといった自立的
労働者となって，差別状況と闘わなくてはならない。
4-2 パート問題の突き所
t> パート問題での具体的な闘い方の基本的発想
ミート問題への具体的な対処の考え方については，拙稿 [96a] の 10章にある程度書いた。
項目だけ並べておくならば，就業規則の明示要求，正規労働者との一本化(パートは正規労働
者)要求，労働組合員化，有期雇用の原則禁止，パートとフルタイムの自由な転換の保障，同
一(価値)労働同一賃金原則に立って年功制へ抗議し格差縮小を求めること， 1103万円の壁」
の廃止，パート労働者の扶養家族からの脱皮等の意識改革等々であった。
それをもとに，もう少し具体的に発想を展開してみたい。
ひとつは，職場でパートへの差別待遇をなくすための交渉において，正社員とパートとの格
差を明らかにすることが必要である。そのためには，正社員が年功制にのっているために，毎
年年収が(例えば) 20----40万円も昇給している根拠を聞くことが必要であろう。正社員の労働
時間，責任度，経験の累積による熟練度の上昇，資格の有無による仕事の結果の差異等々をど
のように計算して，毎年それだけ昇給させているのかを聞くのである。だが生活給発想ゆえに
それだけ昇給しているのであって，毎年，仕事内容がそれだけ高度化しているわけではないし，
そもそもそう L づ職務分析やそれによる昇給という発想がないので，十分な説明は得られない
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であろう。
それに対して，パートが毎年どれほど昇給しているかを，年収で明らかにし，パートの賃金
がし、かに低いか，とくに何年も働いてもほとんど年収では増えず，正社員と格差が拡大してい
ることを確認することが必要である。
また，正社員とパートの仕事の比較を，労働時間，責任度，精神的・肉体的負担度，技能や
経験の累積による熟練度の差，資格の有無による仕事の結果の差異，職場環境等々において行
い，総合的にみてパートの仕事は正社員の何割の値打ちかを明らかにする。その上で，例えば
正社員の55%の値打ちの仕事とするならば，パートもせめて正社員の55%の年収， 55%の昇給
額(年収比較〕であるべきだと要求するのである。仕事の比較を踏まえて年収で考えることで，
パートにはボーナスがなかったり，あっても極端な低率で，正社員の 5 カ月分程度と大きな格
差があることも浮き彫りになろう。パートであっても 5 カ月分のボーナスがあるべきことは理
論的には明らかである。
これは客観的には，職務分析を要求し，同一(価値)労働同一賃金原則の考え方を経営側に
迫っていることになる。言い換えれば， r年功制は同じ価値(比例的価値)の仕事をしていて
も正社員と非正社員の間，あるいは年齢の違いの間で，賃金に比例的価値以上の格差がある」
といった，年功制のおかしさを浮き彫りにする交渉をするのである。
1> 有期雇用のおかしさ
その他，拙稿[96 a] で示したような諸点，例えば，①有給休暇を完全に保障させること，②
労働保険，社会保険に加入していないような状況が法律違反であるので加入させること，③継
続的な仕事であり，そこにパート労働者も実質上更新を繰り返して連続雇用されているのに，
形態が有期雇用になっていることはおかしいこと，したがって期限の定めのない無期雇用にす
ることを要求すること等ももちろん必要である。
とくに「有期雇用」の問題は，一般正社員も含めて経営者側自身が無意識のうちにもってい
る「パートは正社員ではない」という思い込みを揺るがす意味がある。ここに典型的な例があ
るのだが，規制緩和を問題とする「労働保護法制 後退阻止を」としづ新聞記事で，次のよう
な記述があった。
「契約期間については，臨時，パートなどの非正規雇用に限って認められている 1 年以内の
『有期雇用契約』を 3""'5 年に延ばすことが検討される。期間の定めのない契約を原則とす
る正規雇用にも， 3""'5 年の有期契約が導入されると，契約期間の満了は事実上の解雇とな
る。J (W朝日新聞~ 97年 1 月 10 日〉
記事の主張内容自体には問題はないのであるが，その記述に現れている大きな誤解が問題であ
る。すなわちこの記事を書いた正社員記者は， r非正社員に限って有期雇用が認められている」
と考えているが，これは本末転倒した誤りである。労基法にまず「非正社員」とし、う規定や区
分があるわけではなし、。また有期雇用は正社員にも認められている。ではなぜこのような間違
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L、をこの記者は書いてしまったのか。それは現実的に「非正社員=有期雇用」が溢れているの
でそれは合法だろうと信じ込んでしまっているからであろう。つまり，採用形態を変え，諸権
利が低く，有期雇用で雇おうと思うような労働者を「非正社員」と決めつけているのが実情な
のであり，この記事を書いた記者はその「常識」に追随してしまっているのである。
そもそも契約期間を 1 年以内と定めた労基法14条の精神は，強制労働の禁止の精神の上に長
期間の足止めを禁じるために定められたものであり，基本は無期雇用であるとの考えからなり
たっている。したがって，短時間の労働者(パート)であっても，有期にする理由は何もない
のである。 r臨時職員」と呼ばれる場合でも，本当に一時的・臨時的なものならば，業務の性
質上「有期」になるが，仕事自体が一時的でないような場合や更新を繰り返しているような場
合，いくら呼称が「臨時」であろうとそれを有期雇用にする理由はない。つまり，非正社員と
したからといって「有期雇用が認められている」のではないのである。そして多くの非正社員
は，有期雇用による盗意的な雇い止めによって事実上，簡単に解雇されているのである。
この点が整理して理解されていないために，記事の後半にも混乱が見られる。記事では「正
規雇用にも有期が導入されるゆ解雇される」ことを心配しているが，日本の実情では有期雇用
になれば非正社員とみられる(採用試験が同水準であるパート・スチュワーデスをみよ)。言い
換えれば，正規雇用(つまり自分たち)は無期と信じ込むことで，正社員と非正社員の間に絶
対的な区分があると思い込み，非正社員が不安定であることを当然、とみなし，パートの解雇を
解雇とさえ認識できないというように，非正規の待遇のおかしさに気がつかないとし、う精神構
造になっている。正社員の場合だけ r解雇だゆ問題だ」と怒りがわくのである。これが通常
の意識なのである。
こうした「常識」がはびこっているなかで，パートの有期雇用を原則禁止とすることは，日
本人がもっている共通の幻想(正社員とパートは別)を崩壊させる画期的な意味を持っている。
現実は，正社員と非正社員の絶対的区分はない。区分があると思い込む幻想があるだけなのだ
(なお，有期雇用が可能となる限定条件については拙稿[96a JIO章を参照のこと)。
1> 正社員をめざす
実際的な個人的対応として，私はパート労働者自身の意識変革一一夫の被扶養者からの自立
一ーも重要であると思っている。もちろんこの点は構造と結び付けて考えるべきで，それは社
会全体のカップル単位性の変革と切り離せないのだが，そのシステム変革は，構造の一部であ
る個々人の主体的な行動にもかかっているのである。具体的には，いろいろな状況はあろうが，
できることならやはりパート労働者もいわゆる「正社員」を目指すことである。家事などの責
任を自分一手で引き受けず，夫にも負担させる。そして条件の悪い近くのパート職場だけを考
えるのでなく，もう少し通勤時間の長い範囲で考えて，労働条件のよい，正社員的な職場を探
すべきである。悪条件の職場に応募する労働者がし、るかぎり，需要と供給の関係でパート労働
市場の低い水準はなかなか変わらない。
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そうはいっても，とくに中高年女性には正社員の雇用機会は非常に少なし、。したがって，正
社員が難しいなら，パートの中の相対的に良い条件のところを探すこと，そのうえでパートで
あっても正社員なみの責任は持つ代わりに正社員並の待遇を求めるということがやはり重要で
あろう。
単純労働者ということで他の経験のないパートと簡単に代替されないような実力を付け，そ
の職場にとって必要な労働者になることも，できるならば目指すひとつの選択肢であろう。
b コミュニティ・ユニオンの利用
その他の実際的な個人的対応としては，自分の権利が侵害されたときの保障としても，通常
時の雇用条件の向上のためにも，労働組合に加入し，その力を利用することが有効である。日
本の現状では「労組」とし、うだけで古臭いとか，役に立たないといったマイナス・イメージが
強いが，ここでいう労働組合とは，現実的な交渉能力のあるもの，すなわち企業の枠を越えて
個人で加盟できる，地域のコミュニティ・ユニオンのようなものをイメージしている。日本の
現状では行政はなんらパート労働者個々人の苦情を真剣に受け止め問題解決に動くようなこと
をしなし、。労働基準監督署などに相談しでも現実的な解決はほとんど得られなし、。 21世紀職業
財団も同様である。企業内では労働者，とくに非正規労働者の個人の力(交渉力)は非常に弱
L 、。だが歴史的に蓄積されてきた法体系の中では，労働組合の権利はかなり強L、。これを利用
しない手はない。実際に，パート労働者の権利のために実績を積み重ねているのは，コミュニ
ティ・ユニオンや一部労組である。
この労組の利用も含めて，労働者個々人が，権利についての知識を持ち，不当な扱いに泣き
寝入りしないことが重要である。抵抗もせずに安易にし、うがままに退職 L，転職を繰り返すだ
けでは，パートの状況はいつまでもよくならないであろう。
1> 救済制度の整備が必要
なお，もちろんこれと並行して，国家・行政に，実際的な救済機関，例えば，英米カナダ北
欧などの行政委員会による特別な差別救済制度や，英仏独にあるような，雇用関係をめぐる紛
争を専門的に処理する特別裁判所=労働審判所の設置を要求すべきことは言うまでもない。
特別裁判所=労働審判所があると，労働者個人はなにか問題があったとき，簡単に申立がで
き，短期間で判決が出て解決できる。使用者側に立証責任があること，組合が代理訴訟できる
などの利点もある。また，当該事件について過去の不利益だけを救済するのでなく，将来にわ
たる差別解消の救済策も獲得できること，集合代表訴訟があり，制度適用者全員へ判決の効果
が波及することも素晴らしい。西欧ではこれによる年間労働裁判件数が，独で約40万件，仏で
約15万件もあるのに対し，日本には特別の労働の裁判制度はなく，一般の裁判で労働関係は年
間2500件弱 (95年)と極端に少ない。日本は不利益があっても裁判に訴えることもできず，皆
が泣き寝入りしているのである。ドイツではさらに，労使共同決定システムという一般的背景
があり，協約交渉がし、きづまったときに調停委員会があるというように何重もの意義申立や救
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済のルートがある。
行政委員会による特別な差別救済制度は，英米カナダ北欧で充実している(独仏にはなL 、〉。
英国の機会均等委員会 CE0 C)，米国の雇用機会平等委員会 CEEOC)，カナダの連邦人権委
員会，スウェーデンのオンブズ制度と男女平等委員会などがこれにあたる。日本の調停委員会
は似て非なるもので，実質的には無力であり，差別救済機関となっていなし、。申立権が保障さ
れておらず，申立不利益も放置される。また日本の労働委員会は，労使紛争の解決，組合活動
の保護のためにあるが活動が不活発である。実効的にするためには，これから日本の労働委員
会も集団型紛争だけでなく，個別紛争も扱えるようにすべきである(大脇他[96J，中島他[94J)。
5 章 同一(価値)労働同一賃金原則の意義
b 同一(価値)労働同一賃金原則
なお，ここでパート問題の解決に関連する理論的問題に少し言及しておきたし、。それは，同
一(価値)労働同一賃金原則，ベイ・エクイティ，コンパラブル・ワース等の理解の仕方の問
題である。これは，年功制とパート労働の関係をどのように捉えるかという実践的・政策的問
題に関わっている。
今日では，一応，同一職務に限定する「同一労働同一賃金原則」と，異なる職務に関する
「同一価値労働同一賃金原則」は区別されている。だが， 1 L 0が1951年に採択した 100 号条
約が「同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約J といわれるもの
であることからわかるように，当初は十分な区別がなかった。したがって，その意図が男女賃
金差別をなくすものであることから，どちらの表現を用いようと基本的にはより広義の「同一
価値労働同一賃金原則」まで含んで考えるべきものであると思われる。以下では「同一(価値)
労働同一賃金原則」と表現しておく。
通常，同一(価値)労働同一賃金原則とは，同一の職種のみならず，異なる職種でも同一価
値ならば，同一賃金が保障されなくてはならないとする原則である。多くのフェミニストや労
働組合活動家は，これを支持する。確かに労基法 4 条は， 1 L0100号条約，国際人権規約，女
子差別撤廃条約等を批准した際にも何らの留保も必要ないとされたことからわかるように，こ
の同一(価値)労働同一賃金原則を含んでいるとみることができる。
b 日本にはこの原則はない?
だが，我が国ではこの原則を明言した法律はない。労基法 4 条成立当時の議論でも，生活賃
金・年功賃金の下で，男子労働者の聞でも同一価値労働が同一賃金となっていないため，条文
見出しの表現が「同一価値労働同一賃金の原則」から「男女同一賃金の原則」へと変更された。
丸子警報器パート裁判判決でも，一般的賃金体系は年功序列型賃金であるとして，同一(価
値)労働同一賃金原則と対立関係において捉え，同一(価値)労働同一賃金原則に反する賃金
がただちに違法となるという意味での公序とみなせないとした(ある企業サイド弁護士は， w ピ
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ジネスガイド~ 96年 7 月号で，この判決文は同一(価値)労働同一賃金の原則とし寸法規範が
存在しないことを確認したとして喜んでいる〉。ただし，労基法 3 ・ 4 条の差別禁止規定の根底
には，労働に対して等しく報われなければならない均等待遇の理念が存在しているとし，その
原則は，人格の価値を平等とみる市民法の普遍的原理との判断も示した。この判決には理論的
一貫性はなし、。労働の価値の評価の程度は困難と逃げて男性との差別には判断を放棄したし，
正社員女性との格差さえ 2 割以下なら認めるという，非理論的なものである。
b 限定的理解か拡大的理解か
さて，問題は，同一(価値〉労働同一賃金原則を多くのフェミニストや労働組合活動家は支
持するとしたが，実は，その意味が十分深められていないというところにある。つまり，労働
組合活動家などにはこの原則に反対する者もあり，それは論外としても，それにひきずられて，
中途半端な評価にとどまっているものが少なくないということである。それほど，この原則は，
日本の労働事情における革命的意義がある。あるいはフェミニズムが女性差別反対の立場から
同一(価値〉労働同一賃金原則に立たざるをえないものとするならば，そうであるからこそフ
ェミニズムは日本の労働事情において革命的な旋風をもたらす可能性を秘めているのである。
そのとき，理論的にも運動的にも古いものに妥協して問題の根幹である「年功制」と正面から
闘わずに，逆に同一(価値〉労働同一賃金原則を限定的に理解することは，消極的あるいは反
動的といえるのではないか。
すこし先走りすぎたが，どうし、う事なのかもう少し説明すると，同一(価値〉労働同一賃金
原則を「価値の等しい労働に対して，同じ企業内で賃金格差をなくす」原理だけに狭く限定し
て理解するか，拡大して「日本の年功制(年功賃金，終身雇用，能力主義の総体)の批判」に
までこの原則を適用するかと L 、う対立がある。私の意見は，後者である。本稿 4 章で述べた交
渉のやり方も後者の立場からのべたものであった。
b 通常の理解と日本での理解
たしかに，この原則の歴史的経過や外国での適用例をみてみると，多様な解釈や限定が可能
である。一般にコンパラブル・ワースは，同一事業所内の男性職(男性が70%以上を占めるも
の)と女性職(女性が70%以上を占めるもの)が，同一価値の労働のときに同一賃金を受け取
ることを要求するものであり，職務の価値は，その職務に必要とされる技能・負担・責任・作
業条件などをジェンダー・ニュートラルかつ客観的な方法によって評価することで決定される
とするものである。男性職務と女性職務を比較するとき比較されるのは職務であって，個人で
はない(グンダーソン [95J25-6頁)。
だが，そもそも諸外国とは賃金決定論理や機構，法律，労使関係なども異なっており，ここ
は日本での現実と結び合わせてその意味と意義をオリジナルに考える必要がある。それは，こ
の原則を日本でも「価値の等しい労働に対して，同じ企業内で賃金格差をなくす」原理だけに
狭くする限定して理解することは，生活給原則と直接ぶつからないでおこうとする意図と結び
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ついているとおもわれるが，それは積極的な姿勢といえるだろうか，と L 、う問題である。もち
ろん，現実の差別をひとつづっ乗り越えていくためには，同一(価値)労働同一賃金原則をと
りあえず，年功制を前提としつつ，勤続年数・年齢が比較的近い男性と女性の比較に使うこと
も必要ではある。
だが，長期的視点にたって，日本の職場と労働運動の現状と将来を考えたとき，生活給原則
(生活できる賃金を要求するという賃金要求の原則)にこだわることは正しいのか。日本では，
生活給原則が家族単位思想と結びついて，客観的な職務価値や労働量とは無関係に，男性には
家族賃金， 女性には男性以下の「半人前賃金J， 若年者は低賃金とし、ぅ年功賃金体系ができて
いた。日本型の職務・職能給は，その年功制をささえるべく，客観的な職務の評価でなく，人
事考課・査定を手段として能力主義的に人を評価するものであった。パート労働は，その年功
制からもっとも排除された部分であった。そうした中で，年功賃金制度と同一(価値〉労働同
一賃金原則は根本的に矛盾する，とみることが重要なのではないか。そのように同一(価値)
労働同一賃金原則への理解を積極的に拡大して捉えていいのではないのか。
[> 日本の年功制と対立する原則
日本の性差別の重要なー側面は，査定による能力主義差別(男性より女性ということで低く
評価)，コース別管理による女性の一般職扱い，パートなどの雇用形態による不平等扱い等で
あった。とするなら，これに対抗するには，まず，職務評価自体に組合が介入し，ジェンダー
・ニュートラルで、客観的な職務分析と評価をすること，そして査定の評価要素を，客観的な現
在の業績や労働内容・労働量に限定すること，潜在能力や態度・やる気・思想などの情意考課
をなくす，あるいは極力低くすることが必要である。この場合，家族単位(性分業)を前提に
した男の働き方があったので，その点にまで踏み込んで，家族的責任を有する労働者が差別さ
れることなく就業できるような働き方を基準に査定されなくてはならなL 、。男性が家族的責任
を果たしながら働き，それが差別されなくなってこそ，女性も男性と同じように仕事が与えら
れ，仕事を続けることが出来るようになり，男性と同じように昇進・昇給することとなる。
これは現在の世帯主男子の生活給(=家族賃金〉としての年功賃金カーブ自体を変更するこ
とになる。女性にまで「家族分を含んだ賃金」を払うとコストがかかりすぎるためである。こ
れは，つまるところ必ず，賃金を生活給(=家族賃金)ではないものにしていき，男女の区別
なき個人単位の賃金体系にし，それは賃金原則をどのような職種の仕事をどの程度の量・時間
でおこなっているかというものに変更する。これは，同じ仕事をしていれば同じ賃金という考
え方であり，すなわち，年功制を否定するような職種別賃金である。パート差別は，この文脈
で，同じ労働あるいは同じような労働をしているにもかかわらず大きな賃金格差があるのはお
かしいと問題化していけるのではないのか。
b 比例的な価値の労働に対する比例的な賃金原則
同一(価値)労働同一賃金原則の意味を，狭義の「同一価値の職務の比較だけの原則」にせ
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ず，このように年功制の批判原則，パート差別批判としても捉えてもいいのではないだろうか。
グンダーソンも同一(価値)労働同一賃金原則を，厳密に字句どおりに解釈すると同一あるい
は類似価値だけの比較になるが，概念的には r賃金に対して適切な調整が行われるかぎり，
職務が同一価値でないときにも比較することに，なんら不適当なことはない」と述べている。
つまり，客観的な職務評価は，同一ではなくとも職務聞の価値の聞の関係を設定できるのであ
り，例えばある女性職がある男性職の価値の80% と評価されれば，賃金は男性職の80%である
べきで，そうでなくて女性に60% しか支払われていないなら80%まで上昇させるべきとなるの
である(比例的な価値の労働に対する比例的な賃金原則:グンダーソン [95J 27-8頁)。実際，
カナダやアメリカなどの実例として，職務価値の得点と賃金率の関係を出して調整する「比例
価値比較法」がある。
このように同一(価値)労働同一賃金原則は，その意味するところを論理的に拡大できるの
であり，日本のように職務と人の評価の混合，賃金体系と能力主義査定と年齢差別，性差別，
雇用形態別差別がすべて結合している状況においては，同一(価値〉労働同一賃金原則はこの
全てに関わらざるをえないのであるから，拡大適用が必要不可欠なのである。女性が不利とな
る間接差別を許さないような規制をするとは，ここまで日本の雇用の論理を変更する試みであ
り，同一(価値〉労働同一賃金原則はそれに利用できる原則，あるいはそのときの中核的な原
則であるといえるだろう。
1> 波及的意味
もちろん，この原則だけで必要十分と述べているわけではない。男女雇用機会平等政策(ア
ファーマティブ・アクションや立法を含む)，性差別禁止政策，教育や訓練における平等政策，
下請制度の改革，家族責任と仕事との両立を可能にする政策，その他，広義の家族単位制度の
見直しなどが必要であり有効でもあることは疑いない。ただ，同一(価値)労働同一賃金原則
は，それらとも密接に関連しながら，性差別を解消する上での有効な原理であるということで
ある。
コース別制度の踏み絵とされる転勤についても，この同一(価値)労働同一賃金原則の考え
からすれば，家族的責任，子の養育問題，配偶者の就業場所などを考慮して，安易に転勤を強
制させることも，その転勤の無条件受諾をコース決定や採用の基準にすることも制限されなく
てはならない。将来の転勤などが重要な要素とならないならば，この原則によって，同様の労
働をしている労働者聞に差別を持ち込むことが出来なくなるのである。
この例にみられるように，パート・派遣と正規フルタイムは，これまで年功や責任，採用方
法が異なると L 、ぅ理由で職務内容比較もなしに大きな格差がつけられてきた。男性と女性(例
えば営業男性とその補助業務の女性〉のあいだにも，同様に賃金格差，昇進格差，教育訓練格
差が付けられてきた。だが，同一(価値)労働同一賃金原則を掲げるこれからはそれは許され
ないことになろう。私たちは，今，行っている労働を基準として賃金が保障されるべきで，そ
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の意味で，職種が異なるからとかコース別だからと称して，同一価値労働(比例価値労働〉を
行っている者の聞で比例価値以上の大きな処遇格差をもたらすことは廃止されなくてはならな
い，という考え方を定着させる必要がある。同一(価値)労働同一賃金原則の意味はここまで
拡大する。
1> 労組の運動と同一(価値〉労働同一賃金原則
なお，客観的な職務評価の実行をはじめとして，コンパラプル・ワースの実行については，
告訴依存だけでなく，事前対応も必要であり，その主体は，個人任せではなく労働組合と企業，
行政機関などでなくてはならなL、。とくに，日本の状況を考える場合，職務評価を企業の手に
ゆだねないこと，先述したように，職務自体の評価と人の評価の両方において労働組合が積極
的に介入することが非常に重要である。年功制思想=家族単位思想を内面化してきた日本の労
働組合運動は，この点で，同一(価値〉労働同一賃金原則を認めるか否かが試されている。
確かに日本では，客観的な職務評価の伝統がなく，また客観的といえども，実際は多様で複
雑な仕事のありょうを全て正しく把握できるわけではなL 、。評価自体にジェンダーのバイアス
がかかりやすい傾向があることは疑いえなし、。日本で欧米なみの細かな職務分類をすることは，
困難であるし，欧米なみがすべていいわけでもない。だが，だからといって組合が仕事の評価
や人事考課に介入しないというのは，戦線離脱，敵前逃亡もはなはだしい。そんなことで，年
功制に踏み込まず，一律賃上げの従来のベースアップ闘争をすることは，性差別解消の観点か
らは反動でしかない。一番重要な，それゆえ経営側が「経営権・人事権」として介入を拒否す
るところに労働組合が参入していくことこそが，根本的な闘いの方向であり，労組の存在意義
である。その観点で，パート差別問題，女性差別問題を，労組の中核的課題とすることこそが，
今，求められている。男性の過労死問題， リストラ首切り問題も，ここと結び合わせて闘わな
し、かぎり，選別主義に手を貸して，女性やパートや一部ノンエリート男性の犠牲とひきかえに
自分たちの労働条件を守るような，エリート本工男性エゴイズム利権運動に転落してしまうで
あろう。
繰り返すが，職務評価に関わらないことが，差別と分断の賃金体系と闘うことなのでは決し
てない。逆なのだ，今，現在，非客観的な評価=能力主義評価や雇用形態の違いによる差別が
あるのだ。それに対して，具体的に仕事の内容や責任や量を扱いながら，今の不合理な差別状
況の格差を小さくする(是正する)具体的闘争こそが必要なのである。その論理を同一(価
値〉労働同一賃金原則と L、う。なお，日本の職場の実情をふまえて，日本的に大ぐくりな職種
分類した上での具体的な職務評価の方法があみだされなければならないと考えるが，この課題
については，次稿の課題としたい。
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6 章 ILO 家族的責任条約の意義
1> 1 L 0156号・家族的責任条約
1 LO (国際労働機関)は，パート労働や女性労働に関する国際基準を設定し，その改善に
努めてきた。多くの労働者は職業上の責任だけでなく，家族に対する責任(その代表が育児・
家事・介護)も負っているが，それの遂行が職業上の不利益にならないように環境を整備する
ことが，仕事と家庭の両立には必要である。この点に関して ILOは， 1965年に「家族責任を
もっ女性の雇用に関する勧告J 123号勧告をまとめ， 1981年にはそれを男性も含めて「家族的
責任を有する男女労働者の機会均等及び同等待遇に関する条約J 156号条約 065号勧告)とし
て発展させた。日本は育児休業 (92年)，育児・介護休業法 (95年)を制定して，この156号条
約をようやく 95年 6 月に批准した (96年 6 月 9 日に効力発生，なお世界で23番目の批准)。
同条約はすべての労働者に適用される(第 2 条)もので，当然パートもその対象に含まれる。
ミートについては，直接的には156号条約を補足する 165号勧告の第21項で言及しているが，そ
の基本認識は，家族的責任を遂行するために(政府の政策および企業の管理において)フルタ
イムと比べてパート労働も不利益なく同等または比例的に保障されるべきであるというもので
あり，仕事と家庭の両立ゆえに正規雇用から差別化されている日本のパートの現在のあり方自
体を差別であると批判していると読むことができるものである。したがってノミート労働改善に
利用していけるだろう 056号条約に関しては，大脇・中島・中野[96J 7 章参照)。
b 家族的責任条約は女性だけを援助するものか一一156号条約はシングル単位
この点の理解として注意すべき点は，この156号条約(および165号勧告〕をもって「女性が
家庭で妻役割をしながら働けるようにすればL 、 L 、」と考えるだけでは決定的に不十分，あるい
は基本精神の理解において誤っているとし、う点である。 156号条約の底に流れている立法精神
は，夫の家族的責任の問題を原則上の問題と考え，さらには妻/夫とし、う性別役割自体の見直
しにまで及ぶ，従来のジェンダー・システムへの根本的聞いなおし姿勢，一言で言えばシング
ル単位精神で、ある。
もう少し説明しよう。なぜ，家庭内で私的に行われている育児や介護といった家族的責任を
社会的に保障しようとするのだろうか。それは，育児や介護を，社会の再生産に必要な労働
(=再生産労働)と認めているからである。夫が自分の子を世話することやシンクゃル・マザー
が自分で自分の子を育児することも当然，社会的な労働ということで有給で認められる。
だが，そうだとするなら，事実婚のときの(夫の〉子育て，認知の子の子育ても認められる
べきである。さらに，友人の子や友人の高齢者の世話でもボランティアでも同じく，社会的に
誰かがすべき労働を行っているのだから，公的に休業が保障されるべきである。
また，社会的に必要な再生産というなら，社会は，子どもだけでなく，労働者本人が日々，
元気を取り戻して生きていけるようにしなければならなし、。専業主婦も生きていかねばならな
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い。そのためには，家庭内での家事労働が必要である。ということは，家族的責任条約が保障
するものは，論理延長上としては，やはり単なる育児と介護に限定して理解すべきではなし
家事も含まれると考えられる。
ところで，いくら「家族的責任を保証するj と言っても，家族を単位として考えると，家族
(夫婦)のうちどちらかが育休をとればその世帯に対して保証していることとなり，実質上，
妻が育児できれば男は残業しろ，妻の育休があればよいとなる。しかし ILOの家族的責任条
約は，男もとるようにといっているのだから，個人単位(シングル単位)の発想で構成されて
いるといえる。すなわち妻任せにせず，育児・介護も夫個人を単位として考えて，それらは男
の権利であり同時に義務である，生活責任というものは自分で果たすべきなのだと家族的責任
条約はいっているのである。 r妻とセットで男性労働者を考えなL 、」ということは，年功・家
族賃金システムの日本では画期的な視点である。その意味では，従来のジェンダー・システム
への根本的批判姿勢をもっている。
日本的雇用管理上，重要な意味を持っている(女性差別にも使われる〉強制的転勤命令，強
制的単身赴任なども，各個人がそうした生活責任の権利と義務を果たせなくすることなので，
同条約に反するといえるのである。 r家族が一緒にいる権利がある」とは，こうした男性の家
族的責任の概念と結びついてこそ積極的意義がある。 r家族擁護が同時に独身者差別にならな
‘ L 、」ような理解こそが，シングル単位発想なのである。
ここまでをまとめるならば，家族的責任条約は，家庭内での諸活動を，人聞を再生産し社会
を再生産するものとみなし，それを各人が性に関わりなく個人の範囲でするべきとみなしてい
るものだといえる。
1> 独身者も含めた条約
だが，以上の考えを敷街すると，同条約は大きな可能性を持っているものと言える。各労働
者は，自分で家事をする権利と義務があるという考え方でこの法律が成立しているといったが，
それは，なにも家族がある人(結婚している人)だけのことではない。独身者にも生活があり，
家事や買い物などは自分でしなくてはならなL 、。これも社会的に必要な労働なので，結局，同
条約は「生活責任」とでもいうものを自分で果たすべきという考え，それを配偶者など他人任
せにしないという発想があるのである。もっといえば，人聞が生きてL 、く上で必要なことが再
生産というなら，休息やデートも大切な権利であるし，プライベートな時間がある権利，人間
関係をもっ権利も保障されなくてはならない。
つまり人間らしい生活をするための一日あたりの時間短縮が権利なのだと，同条約はうたっ
ているのだ。もちろん，デートまで拡大解釈するようには，条約には明示されていなL 、。しか
し理論的には，育児と介護だけでなく，家事一般の再生産的意味も含めて，あらゆる人に再生
産をする権利を同条約では保障しようとしている。これは，理論的には，家事労働論争の成果
一一再生産労働の評価に関する考察ーーを援用した結論である。家族的責任条約の理解をめぐ
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る対立は，そうした最新の理論的問題の評価を反映している。家族的責任条約の意義を狭く限
定することは，歴史的な理論の成果をふまえて根本的に考えずに，従来の常識的発想に捕らわ
れた姿勢と言わざるをえない。
1> 実際的なインパクトの大きい条約
このように考えると，同条約は，社会運動上でも社会政策上でも実際的なインパクトの大き
L 、条約である。例えば，法律で残業時間上限規制も必要だが，働きすぎ人聞を生み出す年功型
能力主義管理と積極的に闘う個人にとって有効なのは r残業を拒否できる権利の保証J， r転
勤を拒否できる権利の保証」といった「家族的責任権の保障J，それをしても不利益を被らな
し、保証であり，同条約はそこに関わっているということである。とくに男が育休・育児時短な
どをとっても不利益を被らない保証が，日本型能力主義管理の常識を覆すには有効であろう。
家族単位意識・性分業意識が強い下では rパパの育休月間」というような，積極的な育児参
加援助策が有効であるし，それを実行すべきであると，家族的責任条約の精神はうたっている
のである。
ノξ ートとの関係でいえば r女性だけがパートをせざるを得ないこと」そのこと自体が問題
なのだと，同条約は結果的には宣言しているといえる。逆にいえば，この156号条約では，本稿
で述べてきたような「パートは短時間の正規労働者であり，フルタイム労働者の労働条件と同
等であるべき」とし、う考えでなりたっている。したがって家族的責任のためにパートを選んだ
としても，その後フルタイム雇用への帰復が保障されなくてはならない。
またこの条約は r1 日を単位とした労働時間規制」にも道を拓く。男女が平等に家庭と職場
に参加できる条件の保障とは，夫婦の一方がフルタイム，他方がパートというような非対象的
=性分業的なものでなく，両性ともが家庭と職場を両立できるような r1 日を単位とした時短
的ありかた」を提起しているのである。
さらに，先に，理論的には家族持ちの人のためだけではないとのべたが，同条約は実際，
r1 日を単位とした労働時間規制」や夜間労働規制などの点で，家族的責任を有する男女だけ
でなく，すべての労働者のための一般的措置としており，労働者聞に差別を持ち込まない視点
を打ち出している(大脇・中島・中野[96J184頁〉。つまり同条約は，現段階の直接的意味とし
ても，家族優遇策に狭く限定されるべきものではなく，その意味でも，従来のジェンダー・シ
ステムへの根本的問いなおし姿勢をもっているといえよう。
依然としてあらゆる調査で男性の家事時聞が圧倒的に少ないこと，また阪神大震災では，男
性労働者が被災にもかかわらず会社へ出勤した一方，女性労働者がライフラインの停止や保育
所の閉鎖，交通手段の麻痔による通勤の長時間化等の理由で出勤できなかったことを理由に退
職を迫られたり解雇された場合があったことは， 156号条約の家族的責任の考え方がし、かに日
本に根づいていないかの象徴である。男性達が「正社員の雇用を守る」といって「パートや女
性から解雇すること」に疑問を持たないと L、う構造そのものが問われている。
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1> 子どもが小学校に入るまでの育児時短の保障
1 L 0156号条約を批准したのだから，男性に育児休暇をほとんど「強制的」にとらせるよ
うな誘導策を日本でも導入すべきである。そのひとつは，ノルウェーのような「パパ・グォー
タ制」である。一人の子どもについて 1 か月は男性も育休を取得することを義務づけるので
ある。その他，それほど強制性が強くないもので，スウェーデンのような「男性の育休取得の
優遇期間設定」策もある。育休のときの所得保障が通常「従前所得の 8 割J (96年から75%)
であるのに対し 1 か月は男性が育休を取ると「所得保障 9 割」というように優遇する「パパ
の月 J を設定するものである(女性を優遇する「ママの月 J もある)。日本の育休制度は，所得
保障が25% (失業手当扱L うとまったく不十分であるが，これを通常 8 割保障，男女とも 2 カ
月は 9 割保障程度にすべきであろう。あるいは，両親のうち，一方の性だけなら最長 1 年間で
あるが，両親がそれぞれとるなら，ひとりあたり最長 9 カ月が可能とすると，二人合わせて 1
年半とれるようになるとし、う方法もある(もちろんシングル・マザーなら二人分の保障などの
考慮あり)。
おわりに
残った課題として，例えばパート法改革案，コミュニティ・ユニオン運動の現状，ベイ・エ
クイティの実際と日本での応用，各種労働裁判闘争の状況などがある。次稿の課題としたい。
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